
平成 ２１年 ２月 １７日

平成 ２０年度 ～ 平成 ２４年度

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率 95.8 87.7 90.1 97.5 99.2

職員給与費比率 53.4 53.0 55.6 55.5 55.7

病床利用率 75.8 72.2 76.0 78.1 78.1

患者１人１日当り診療収入（入院） 16,305 15,885 16,035 16,621 16,634 単位：円

患者１人１日当り診療収入（外来） 9,046 10,195 9,460 9,460 9,460 単位：円

職員数（全体） 77 71 74 74 74

上記目標数値設定の考え方

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

公立病院改革プランの概要

団　　　　体　　　　名

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

(別紙４）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

（経常黒字化の目標年度：24年度）
・平成24年度において療養病床を介護療養型老健に転換予定（50床を48床）。
転換後において、収益減が生じるが一般会計負担金の見直し、訪問看護及び健診予防
等の充実を図り、収益確保を行うことを目標に上記数値を設定。
・一般病床46床を40床に削減予定（H24）
・入院基本料の変更予定（H22～15：1を13：1）

　当院は地域住民との密接な繋がりにより、地域医療を担ってきた歴史の中で、今後も初
期診療を基本とした医療サービスを提供すると共に、医療を核とした保健・福祉（介護）と
の連携を更に強化し運営に取組む。他医療機関との連携において、現在、安定した地域
医療の提供を目的に、地域センター病院との医療連携協定に基づき、各種事業を推進し
ている。急性疾患や高度及び専門医療は地域センター病院が担い、当院は主に慢性疾
患に対応するなど、連携を深め、それぞれの機能や役割を分担しながら医療提供に努め
る。また、平成６年より地元医歯会の協力を得て取組んでいる病診連携事業は、地域医
療の推進と住民の医療に対する信頼感、安心感に大きく寄与しており、今後も身近な医
療サービスを提供しながら、「かかりつけ医」の促進と医師間の連携を更に深め、地域セ
ンター病院を含めた一体的な地域医療の推進に努める。

○病院の建設改良に要する経費（企業債利息及び元金償還金　H14以前は2/3）
○救急医療に要する経費（救急医療の経費及び空床確保に要する額）
○保健衛生行政事務に要する経費（保健衛生及び相談業務に要する経費）
○経営基盤強化対策に要する経費
・不採算地区病院運営経費～繰入前赤字額を基本に不採算以外の繰入額を控除した額
以内、　療養病床転換に伴う報酬額の減額分ををH24より繰入予定
・研究研修経費～研究研修に要した経費の1/2
・共済追加費用に要する経費～総務省公営企業繰出金通知を基準に算出
○基礎年金拠出金（総務省公営企業繰出金通知を基準に算出）

北海道奈井江町

奈井江町立国民健康保険病院経営健全化中期計画

奈井江町立国民健康保険病院

北海道空知郡奈井江町字奈井江１２番地

９６床

内科、整形外科、眼科、小児科
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団体名
（病院名）

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

平均在院日数 26.4 36.2 36.2 24 24

入院１日平均患者数 72.8 69.4 73.2 75.2 75.1

外来１日平均患者数 141.9 121.8 136.1 136.1 136

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙のとおり

病床利用率の状況 １７年度 71.1% 1８年度 72.4% １９年度 75.8%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

奈井江町
(奈井江町立国民健康保険病院）

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

・医師、看護師等の専門性や知識の向上を図るため、研修の充実。
・地域に開かれた病院運営のあり方、推進（住民との協働体制等）

・平成24年度に療養病床の転換及び一般病床数削減を予定。

・平成18年度より給食業務の委託化。
・院外処方への切替を検討（今後の薬価改定の推移を見据えて）

・平成24年度に療養病床（介護30床・医療20床）を介護療養型老健（48床）に転換予定。
・一般病床46床を40床に削減予定。

・給与費の抑制（給料4.9％削減～H18より、日直手当等の単価削減～H19より）
・平成21年度から委託業務等において、業務内容及び契約方法を長期継続契約に変更
するなど、委託経費削減を予定。
・冬期間におけるロードヒーティングの廃止により、燃料費削減を継続（H18～）。
・消耗品や印刷費等経費節約の徹底。
・薬品費の削減（ジェネリック薬品使用割合の拡大等）。
・診療材料単価見直しによる削減。

・地元医歯会との病診連携を更に深め「かかりつけ医」制度の充実を図る。
・砂川市立病院と医療連携における機能や役割の明確化を図り、患者紹介や逆紹介、脳
卒中疾患の地域連携パスなど、良質な医療提供を目的に、更なる連携強化を図る。
・在宅復帰支援を目的とした診療の充実や在宅ケア（訪問診療）の推進。
・国保直診施設として、住民の健康保持増進を目的に健診体制の充実を図る。
・一般会計繰入金の見直し（療養病床転換に伴う報酬額の減額分ををH24より繰入予定）
・入院基本料の変更（15：1を13：1）
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団体名
（病院名）

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

奈井江町
(奈井江町立国民健康保険病院）

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

点検・評価の時期(毎年○月
頃等）

経営形態見直し計画の概要

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
化
に
係
る
計
画

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

自治体病院～砂川市立病院（５１９床）、滝川市立病院（３５０床）、市立芦別病院（１８９床）、市立赤
平総合病院（２５１床）、歌志内市立病院（６０床）、奈井江町立国保病院（９６床）の６病院
その他（民間等）病院～１２病院　　診療所～７２診療所
◎病床種別　一般１，２７７床　療養８７２床、精神１，２７８床、結核４床、感染４床
※上記病院、診療所数及び病床数は平成２０年１月現在

自治体病院等広域化・連携構想において、不良債務はありませんが、比較的小規模の病
院であり、病床利用率などを勘案して引き続き適切な運営が必要とされている。

＜時　期＞
平成２１～２４年度

＜内　容＞
中空知保健医療福祉圏域の医療関係者等で構成する中空
知保健医療福祉圏域連携推進会議において、圏域自治体
病院の今後の方向性について検討を進め、平成２４年度ま
でに取りまとめを行う。

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

＜時　期＞
平成２１～２２年度

＜内　容＞
・院内及び庁舎内からの構成メンバーで組織する病院経営
健全化検討委員会（仮称）において、病院運営の効率化を
徹底的に追求し、地方公営企業法の全部適用、地方独立行
政法人などの経営手法と合わせ、保健・医療・福祉に関わる
総合的広域連合などについても合わせて検討を進め、平成
２２年度までに取りまとめを行う。
・砂川市立病院と医療連携協定に基づき、地方公営企業法
の全部適用、地方独立行政法人などの経営手法について
検討を行い、平成２２年度までに取りまとめを行う。

今後の地域医療の確保、推進にあたっては、同一地域内における病院間はもとより診療
所を含めたネットワーク体制を整備し、それぞれが持つ機能、役割を明確にしながら取り
組んでいく考えである。

＜点検・評価体制＞
病院・庁舎内～病院経営健全化検討委員会（仮称）設置　←現在設置の「病院経営健全化プロジェクトチー
ム」をそのままスライド
地元医師会からの評価・点検～地域医療連携運営委員会
住民からの評価・点検～医療・保健・福祉施設運営委員会
＜公表方法＞　　　町の広報誌及びホームページにより公表

毎年８月頃までを目処に前年度の経営状況等について点検・評価を完了し、９月定例議
会における決算認定に合わせ、結果を住民に公表

指定管理者制度

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

公営企業法財務適用

公営企業法全部適用 地方独立行政法人
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(別紙） 団体名
（病院名）

１．収支計画　（収益的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. ａ 879 828 779 815 843 845

(1) 761 749 706 741 769 770

(2) 118 79 73 74 74 75

90 52 49 48 48 48

２. 136 187 130 147 200 200

(1) 63 102 87 105 156 156

(2) 2 2 1 1 1 1

(3) 71 83 42 41 43 43

(A) 1,015 1,015 909 962 1,043 1,045

１. ｂ 1019 1002 978 1011 1016 1002

(1) ｃ 460 442 413 453 468 471

(2) 221 220 212 217 213 209

(3) 201 201 212 209 206 205

(4) 80 75 75 81 79 67

(5) 57 64 66 51 50 50

２. 60 57 59 57 54 51

(1) 55 52 50 49 46 43

(2) 5 5 9 8 8 8

(B) 1,079 1,059 1,037 1,068 1,070 1,053

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) ▲ 64 ▲ 44 ▲ 128 ▲ 106 ▲ 27 ▲ 8

１. (D)

２. (E)

特　別　損　益　(D)－(E) (F)

▲ 64 ▲ 44 ▲ 128 ▲ 106 ▲ 27 ▲ 8

(G) 0 0 0 0 0 0

(ｱ) 544 538 435 371 382 396

(ｲ) 43 37 20 18 18 18

　

(ｳ)

（※） 21 0 86 62 ▲ 11 ▲ 14
(Ａ)
（Ｂ）
(ｵ)
ａ
ａ
ｂ
(c)
（a）

(H)
ａ

（※）N年度における単年度資金不足額については、次の算式により算出すること。
　　○「N年度　単年度資金不足額」＝（「N年度の不良債務額」－「N－１年度の不良債務額」）
　　・不良債務額が負の数となる場合（不良債務が発生しない場合）においても負の数で上記単年度資金不足額を算出すること

▲ 43.3 ▲ 43.2

78.1

　　例）「22年度単年度資金不足額▲30百万円」＝（「22年度不良債務額▲20百万円」－「21年度不良債務額10百万円」）

病 床 利 用 率

▲ 501 ▲ 415 ▲ 353

75.8 72.2 76.0

地方公共団体の財政の健全化に関する法律上の
資金不足比率

▲ 57.0 ▲ 60.5

▲ 364

▲ 60.5 ▲ 53.3 ▲ 43.3 ▲ 43.2

▲ 501

▲ 57.0

▲ 53.3

82.6 79.7 80.6 83.0

53.4 53.0 55.6 55.5

95.8 87.7 90.1 97.5

▲ 60.5 ▲ 53.3 ▲ 43.3 ▲ 43.2

▲ 415 ▲ 353 ▲ 364

20年度（見込）

52.3

86.3 84.3

55.7

▲ 501

94.1

▲ 57.0

▲ 501

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

22年度21年度

医 業 外 収 益

他会計負担金・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

18年度(実績) 19年度（実績）

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

特
別
損
益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入
(ｴ)

支 払 利 息

そ の 他

経 常 費 用

又 は 未 発 行 の 額

純 損 益 (C)＋(F)

累 積 欠 損 金

不
 
良
 
債
 
務

流 動 資 産

流 動 負 債

×100

地方財政法上の資金不足の割合 ×100

差引
不 良 債 務

(ｵ)
｛ ( ｲ )-( ｴ ) ｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

単 年 度 資 金 不 足 額

72.4

経 常 収 支 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率 ×100

医 業 収 支 比 率

職員給与費対医業収益比率 ×100

地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額 (H)

▲ 44.7

▲ 378

▲ 44.7

78.1

▲ 44.7

奈井江町
（奈井江町立国民健康保険病院）

23年度

▲ 378

99.2



団体名
（病院名）

２．収支計画（資本的収支） (単位：百万円、％)

　　 年 度

 区 分

１. 22 36 35 10 2 1

２.

３. 66 34 41 36 38 40

４.

５.

６. 0 4 4 0 0 0

７.

(a) 88 74 80 46 40 41

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 88 74 80 46 40 41

１. 25 41 47 10 2 1

２. 102 68 71 76 79 84

３.

４.

(B) 127 109 118 86 81 85

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 39 35 38 40 41 44

１. 39 35 38 40 41 44

２.

３.

４.

(D) 39 35 38 40 41 44

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金の見通し

（　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　）

153,249 154,102 135,729 152,733 204,316 203,757

（　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　）

65,737 33,839 40,610 36,645 38,136 39,688

（　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　） （　  　　　）

218,986 187,941 176,339 189,378 242,452 243,445

（注）
1
2

18年度(実績) 19年度（実績） 21年度 22年度20年度（見込）

支 出 計

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

支 出 の 財 源 充 当 額
うち翌年度へ繰り越される

そ の 他

収 入 計

(b)

収
　
　
　
　
　
　
入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

(F)

前年度許可債で当年度借入分

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期 借入 金返 還金

そ の 他

(単位：千円）

そ の 他

計

20年度（見込） 21年度

又 は 未 発 行 の 額
実 質 財 源 不 足 額

補
て
ん
財
源

1．複数の病院を有する事業にあっては、合計表のほか、別途、病院ごとの計画を作成すること。

23年度

2．金額の単位は適宜変更することも可能。（例）千円単位。

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

22年度18年度(実績) 19年度（実績）

合　　　計

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

　（　）内はうち基準外繰入金額を記入すること。
　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき他会計から公営企業会計へ繰り入れられる
繰入金以外の繰入金をいうものであること。

奈井江町
（奈井江町立国民健康保険病院）

23年度


